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連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ 労働相談センター 
札幌圏雇用センサス  ２０１６年１０月の相談状況 

 
「職場が不幸の温床となることは、断固あってはならない」 

 
１．２０１６年１０月相談概況  
 

項  目 
年  月 

相談者（人） 相談件数（件） 一人当たり相談件数（件）

２０１６年１０月 ７２人 １３０件 １．８１件

２０１６年 ９月 ６２人 ８９件 １．４３件

２０１５年１０月 ６０人 １０８件 １．８０件

 
（１）相談者の状況 資料－１ 「２０１６年 雇用形態別 相談者数 月別集計」 

資料－２ 「２０１６年１０月 相談件数 （雇用形態別）」 
資料－３ 「２０１６年１０月 相談者数 （雇用形態・男女、業種別）」 
資料－４ 「２０１６年１０月 相談件数 （業種別）」 

① 今月の相談者は正社員４１人に対して期限付き雇用契約社員は２９人です。 
又、求職中の相談者からは２名でした。 
男女別では男性５０人に対して女性は２２人です。内訳は正社員の９割強が男性、期限

付き雇用契約社員は６割が女性となっています。 
【雇用形態別 相談者数・相談件数・１人当たり相談件数】 

  
男 社員 契約 パート

臨時 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ
嘱託 季節 派遣 求職者 その他

人 数 50 37 3 5 3 1 0 0 1 0

件 数 98 77 5 9 5 1 0 0 1 0

計 1.96 208 1.67 1.80 1.67 1.00 0 0 1.00 0

 

  
女 社員 契約 パート

臨時 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ
嘱託 季節 派遣 求職者 その他

人 数 22 4 2 10 2 0 1 2 1 0

件 数 32 6 3 14 3 0 2 3 1 0

計 1.45 1.50 1.50 1.40 1.50 0 2.00 1.50 1.00 0

  

男女 社員 契約 パート
臨時 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ
嘱託 季節 派遣 求職者 その他

人 数 72 41 5 15 5 1 1 2 2 0

件 数 130 83 8 23 8 1 2 3 2 0

計 1.81 2.02 1.60 1.53 1.60 1.00 2.00 1.50 1.00 0
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相談件数は男性９８件（１．９６件/1 人）、女性３２件（１．４５件/1 人）、全

体では１３０件（１．８１件/1 人）となっています。相談者数・相談件数・１人

当たり件数の全てが今年最多となりました。正社員男性の相談者数・相談件数・

１人当たり件数が飛び抜けて多く（３７人・７７件・２．０８件）全体の数値を

引き上げています。 
 

② 業種別相談状況では「製造業」、「卸・小売・飲食店」及び「医療・福祉・医薬

品業」（取り分け介護福祉・保育）からの相談が人数・件数ともに約半数を占めて

います。続いて、陸運・倉庫業（９名・１５件）、その他サービス業（７名・１４

件）及びビル管理・警備業（６名・８件）から相談が多く寄せられています。 
「医療・福祉・医薬品業」では雇用契約・就業規則、労働時間関係の相談が多

く、製造業は「いじめ・嫌がらせ・パワハラ」の相談が多いものの全ての項目に

相談が寄せられています。「卸・小売・飲食店」も殆どの項目に相談が該当します

が、賃金関係・労働時間関係に相談が集中しています。 
【業種別・雇用形態別 相談者数／業種別相談件数】 

  
人数計 社員 契約 パート

ｱﾙ 

ﾊﾞｲﾄ 
嘱託 季節 派遣 その他 

相談

件数

１人／

件数 

Ａ農林漁業・協同組合  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

Ｂ食品加工業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

Ｃ鉱業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

Ｄ建設・設計・重機業  1 1 0 0 0 0 0 0 0 3 3.00

Ｅ製造業  16 11 1 3 0 1 0 0 0 29 1.81

F エネルギー・水道業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

G 通信・報道・IT 業  3 3 0 0 0 0 0 0 0 5 1.67

H 交通業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

I 陸運・倉庫業  9 9 0 0 0 0 0 0 0 15 1.67

J 卸・小売業・飲食店  11 3 0 3 4 0 0 0 1 25 2.27

K 商品斡旋・リース業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

L 金融・保険・不動産業  5 2 1 1 0 0 0 1 0 9 180 

M 医療・福祉・医薬品業  11 8 0 3 0 0 0 0 0 18 1.64

N ビル管理・警備業  6 0 2 4 0 0 0 0 0 8 1.33 

O 労働者派遣業  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

P 教育・学校業  1 0 1 0 0 0 0 0 0 2 2.00

Q 会計・行政・法律事務所  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

R その他サービス業  7 2 0 1 1 0 1 1 0 14 2.00

S 公務・公共サービス  1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1.00

T 分類不能・その他  1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1.00

合計 72 41 5 15 5 1 1 2 1 130 1.78
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ビル管理・警備業では施設警備を担当する労働者からの相談が多く賃金不払い

や長時間労働に係わる相談が多くなっています。 
 
（２）相談項目について 資料－２ 「２０１６年１０月 相談件数 （雇用形態別）」 

資料－４ 「２０１６年１０月 相談件数 （業種別）」 
資料－５ 「２０１６年・月別集計 相談件数（相談項目別）」 

 
寄せられた相談項目は次のとおりです。 

 
「賃金関係」   ２７件（不払残業・割増未払１７件 月例賃金未払５件 最賃 3 件 その他３件）  

「労働時間関係」 ２２件（年次有給休暇１０件 休日・休暇５件 週４０時間・長時間労働７件） 
「差別等」    ２１件（嫌がらせ・パワハラ１９件 その他２件）  
「労働契約関係」 １９件（就業規則・雇用契約１９件）  
「雇用関係」   １１件（解雇・退職強要・契約打切１１件 ） 
「保険・税」    ８件（雇用絵保険・労災４件 その他４件） 
「安全衛生」    ７件（労働災害４件 安全衛生１件 その他２件）  
「その他」     ７件（経営問題・労務管理５件 上記以外の相談２件） 
「退職関係」    ５件（退職金・退職手続２件 その他３件）） 
「労働組合関係」   ３件（運営１件 不当労働行為２件）  

相談件数合計 １３０件 
 

「賃金関係」、「労働時間関係」及び「差別」の相談が７０件と全体の半数以上を

占めました。賃金関係は賃金不払に関する内容が殆どであり最賃違反の内容も含ま

れています。労働時間関係では長時間労働を強要される・公休日を取得できないと

の内容が半数を超えています。「差別等」の相談は殆どが苛めに係わるもので、管理

職のストレスや事業主の営業不振の「はけ口」が一般労働者・取り分け弱者に向け

られるとの被害相談が多く寄せられました。 
「労働契約関係」では全てが就業規則・雇用契約に係わるもので、内容は不利益

変更を受けた、通告された等で事業主が強引に労働者を従わせることへの被害が寄

せられています。 
 
（３）相談内容の違法状況ついて 

資料－６  ２０１６年１０月 違法件数（雇用形態別） 
資料－７  ２０１６年   月別集計 違法件数（相談項目別） 
資料－８  ２０１６年１０月 違法件数（業種別） 

 
７２人から寄せられた１３０件の相談中、違法と判断される項目は８５件となっ

ています。違法率は６５．４％です。違法件数・率ともに今年度の最高となりまし

た。 
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【項目別違法件数の分布】  
項  目 違法件数 違法率 全相談件数 

賃金関係 ２４件 ８８．９％ ２７件 
労働時間関係 １９件 ８６．４％ ２２件 
差別等  １１件 ５２．４％ ２１件 
労働契約関係 １０件 ５２．６％ １９件 
雇用関係  ８件 ７２．７％ １１件 
保険・税関係  ４件 ５０．０％ ８件 
安全衛生 ３件 ４２．９％ ７件 
退職関係 ３件 ６０．０％ ５件 
労働組合関係 ２件 ６６．７％ ３件 
その他（経営問題・労務管理） １件 １４．３％ ７件 

総  数 ８５件 ６５．４％ １３０件 
 
 
「賃金関係」、「労働時間関係」及び「雇用関係」の違法率が飛びぬけて高く相談

内容を検証すれば、これらの相談がセットとなる例が多く見られます。長時間労働

から賃金不払いが発生し、労働者からの申出が雇用契約の解消に発展するというパ

ターンが多く見られます。また雇用形態別に検証するとパートタイマーの違法率は

７８．３％に達し、正社員の６８．３％を超え、厳しい雇用条件の下で働く状況が

浮き彫りになっています。大半は賃金未払（残業未払・月例未払）であり、逆らう

と賃金が支払われないという強迫観念を植え付けられ勤務するケースも見られます。 
 
 
２．２０１６年７月の雇用情勢  
 

賃金が支払われないという相談、苛めに耐えられないという相談及び長時間労働

に苦しめられているという相談が多く寄せられています。これらの出来事が発生す

る前に共通するのが就業規則や雇用契約内容の不利益変更であり、変更内容を説明

せずに一方的に強要するものや変更内容を秘匿し不利益についての問い合わせが出

た際に通告するという「事件」が多発しています。 
このような労働相談が発生する職場が属する企業は規模に関係なく広範囲に増え

ています。掘り下げて検証すると、職場が一種の事業体の様に運営されており責任

者は利益確保を厳命され、その結果、程度を超えた不利益な労働条件を労働者に強

いるものとなっています。また、苛めについても上司、事業主のストレスの「はけ

口」として労働者が苛められるという構図のほか、職場全体のストレスの「はけ口」

として弱者を晒し者にするという想像を絶する事例も出ています。 
このような職場を放置することで、職場が健康被害・絶命事故発生の場に変わる

ことは現実のものとなります。社会全体で、働くということの意義や働くためには
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何が必要なのかということを考える必要があります。職場が不幸の温床となること

は断固あってはなりません。 
 

以 上 
 


